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案内図」をご参照ください。
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第２号議案 定款一部変更の件

第69回 定時株主総会

証券コード：1914

株主総会当日にご出席されない場合は、書面に
より議決権を行使することができますので、
令和４年６月28日（火曜日）午後５時までに
議決権を行使していただきたくお願い申し上げ
ます。

議決権行使期限
新型コロナウイルスに関するお知らせ
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、株主の皆
様の安全を第一に考え、ご来場をお控えいただき、書面
またはインターネット等による議決権の事前行使をお願
いしております。ご来場を検討されている株主様は、株
主総会当日の感染状況やご自身の体調をお確かめのう
え、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来
場賜りますようお願い申し上げます。また、本総会会場
において、感染予防のための措置を講じる場合がござい
ますので、ご協力のほどお願い申し上げます。

日時

場所
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証券コード１９１４
令和４年６月10日

株 主 各 位
大阪市北区天満一丁目９番14号
日本基礎技術株式会社
取締役社長 中 原 巖

第69回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜わりありがたく厚く御礼申し上げます。
さて、当社第69回定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご通知申し上げます。
なお、株主総会へのご出席を検討いただいている株主様におかれましては、新型コロナウイルスの感染拡大の

状況に十分ご留意いただき、健康状態によらず、株主総会当日のご来場を見合わせ、書面による議決権行使を強
くご推奨申し上げます。
また、株主総会にご来場される株主様におかれましては、マスクの着用、手指の消毒および検温の実施にご協

力をお願いしております。なお、当該運用にご協力いただけない場合および体温が37.5度以上ある方につきまし
ては、会場へのご入場をご遠慮させていただくことがございますので、あらかじめご承知おき下さい。
株主総会の議事は簡略化し時間を短縮して行う予定です。書面による議決権の事前行使にあたっては、お手数

ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、令和
４年６月28日（火曜日）午後５時までに到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１. 日 時 令和４年６月29日（水曜日） 午前10時
２. 場 所 大阪市北区天満一丁目９番14号

当社５階 会議室
３. 目的事項
報告事項 1. 第69期（自令和３年４月１日至令和４年３月31日）事業報告の内容、連結計算書類の内

容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第69期（自令和３年４月１日至令和４年３月31日）計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案
第２号議案

剰余金の処分の件
定款一部変更の件

以 上
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い申し上げ
ます。
・本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」
につきましては、法令および当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.jafec.co.jp/investment/web.php）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には
記載しておりません。
従いまして、本定時株主総会招集ご通知添付書類は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成
するに際して監査をした連結計算書類または計算書類の一部であります。
・株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社
ウェブサイト（https://www.jafec.co.jp/topics/）に掲載いたしますので、ご了承下さい。
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（添 付 書 類）
事 業 報 告
(自至 令和

令和
３
４
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、前期同様新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、依然とし
て厳しい状況で推移いたしました。また、ロシア・ウクライナ情勢の悪化により、世界経済は、原油・天然
ガス等資源エネルギー価格の高騰で混迷を続けており、先行きの読めない非常に厳しい状況が続いておりま
す。
この間、国内建設業界においては、新型コロナウイルス感染症の影響から民間設備投資の一部に規模縮小

や発注遅れがあったものの、国土強靭化関連等の公共工事は比較的堅調に推移しました。
かかる中、当社グループは、中期経営計画（2020年度～2022年度）として、具体的な施策①「生産性を

向上させ絶対収益を追求する」、②「技術力の向上と技術の伝承」を全社挙げて取り組み、業績の進展に努
めてまいりました。
当連結会計年度の業績につきましては、受注高は、国内での新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ

り、民間設備投資の一部で規模縮小や発注遅れが見られましたが、国土強靭化関連工事や公共に寄与する事
業が堅調に推移したことから、全体として期初計画を上回ることとなりました。国内・海外の受注高合計
は、前年同期比83百万円（0.4％）増の226億54百万円となりました。
その主な内容は、「法面保護工事」が30億66百万円（前年同期比27.1％減）、「アンカー工事」が32億59

百万円（前年同期比5.3％増）、「重機工事」が52億35百万円（前年同期比11.3％増）、「注入工事」が56億
24百万円（前年同期比11.0％増）であります。
また、完成工事高につきましては、国内においては、一部民間工事の受注減の影響があったものの、都市

部での再開発工事、国土強靭化関連の防災減災工事、エネルギー関連工事、鉄道関連工事などが堅調に進捗
したため、期初計画通りの結果となりました。
一方、米国現地法人では、カーボンニュートラル政策の影響等により、LNG基地地盤改良工事の施工が先

送りとなりました。また、生態系環境問題（保護植物）により、工事着工が大幅に遅延した案件もあり、計
画を大幅に下回る結果となりました。
完成工事高は、全体で前年同期比7億43百万円（3.3％）減の221億11百万円となりました。
その主な内容は、「法面保護工事」が34億24百万円（前年同期比13.9％減）、「アンカー工事」が29億68

百万円（前年同期比37.2％増）、「重機工事」が51億74百万円（前年同期比29.1％減）、「注入工事」が43
億26百万円（前年同期比11.6％増）となっております。
利益面では、都市再開発関連の障害物撤去等大型重機工事による生産性向上に加え、エネルギー関連工事

や高速道路の補修工事が順調に進捗した結果、国内においては計画を上回ることができました。
しかしながら、米国現地法人においては、売上高の大幅減少を見越して経費の削減に努めましたが、大幅

な赤字経営となりました。
その結果、連結営業損益は7億51百万円の利益となり（前年同期は5億68百万円の営業利益）、経常損益

につきましては9億63百万円の利益となりました（前年同期は7億44百万円の経常利益）。親会社株主に帰
属する当期純損益につきましては、4億98百万円の純利益となりました（前年同期は2億13百万円の純利
益）。
このような状況下、当社が策定した中期経営計画（2020年度～2022年度）に従い、グループ全体として

の数値目標の達成に向け、引き続き重点施策に従って、全社を挙げて取り組んでいく所存であります。
なお、企業集団および当社の工種別の受注ならびに完成工事高は次の通りであります。
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（単位 百万円）
区 分 前期繰越工事高 当 期 受 注 高 当期完成工事高 次期繰越工事高

法 面 保 護 工 事 3,070
（3,070）

3,066
（3,066）

3,424
（3,424）

2,712
（2,712）

ダ ム 基 礎 工 事 1,021
（1,021）

793
（793）

1,373
（1,373）

441
（441）

ア ン カ ー 工 事 2,688
（2,688）

3,259
（3,259）

2,968
（2,968）

2,979
（2,979）

重 機 工 事 1,710
（1,183）

5,235
（3,907）

5,174
（3,585）

1,770
（1,505）

注 入 工 事 2,866
（2,866）

5,624
（5,624）

4,326
（4,326）

4,165
（4,165）

維 持 修 繕 工 事 56
（56）

620
（620）

645
（645）

31
（31）

環 境 保 全 工 事 214
（214）

387
（387）

449
（449）

152
（152）

そ の 他 土 木 工 事 1,055
（1,055）

2,309
（2,309）

2,594
（2,594）

770
（770）

建設コンサル・地質調査 725
（725）

1,358
（1,358）

1,153
（1,153）

931
（931）

計 13,410
（12,883）

22,654
（21,327）

22,111
（20,521）

13,953
（13,689）

（注）1．下段（ ）は、当社単独の前期繰越工事高、当期受注高、当期完成工事高、次期繰越工事高を記載しております。
2．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第69期の期首から適用しており、上記の数値
等については、当該会計基準等を適用した後の数値等となっております。

（2）設備投資の状況
当期において実施いたしました設備投資の総額は９億15百万円であります。
このうち主なものは、大口径削孔機（BG-45V）の１億81百万円およびBG-45V用ロータリーパワーヘッ
ドの70百万円、パーカッションドリルスキッド（RPD220）の62百万円であります。

（3）資金調達の状況
当期中には、資金調達はありません。
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（4）対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、ロシア・ウクライナ情勢の影響により、不安定な世界情勢が長期化し、先
行きの見えない経済状況が続くものと思われます。国内においては、国土強靭化関連の防災減災を中心とし
た公共事業投資は引き続き堅調に推移すると思われますが、民間工事については、新型コロナウイルス感染
拡大の影響や資材価格の高騰、働き方改革の進捗に伴う賃金の上昇による工事採算の悪化などで、当期以上
に予断を許さない厳しい状況が予想されます。また、米国現地法人においては、施工条件の変更に伴う交渉
に注力し、利益向上を目指してまいります。
このような状況下、当社が策定した中期経営計画（2020年度～2022年度）に従い、グループ全体として
の数値目標の達成に向け、重点施策に従って、全社を挙げて取り組んでいく所存であります。

（5）財産および損益の状況の推移
① 企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分
第66期

自平成30年４月１日
至平成31年３月31日

第67期

自平成31年４月１日
至令和２年３月31日

第68期

自令和２年４月１日
至令和３年３月31日

第69期
（当連結会計年度）
自令和３年４月１日
至令和４年３月31日

（百万円）
受 注 高 20,757 23,229 22,571 22,654

（百万円）
完 成 工 事 高 24,481 24,124 22,854 22,111

（百万円）
親会社株主に帰属する当期純利益 156 507 213 498

（円）
１株当たり当期純利益 5.74 18.97 8.54 21.97

（百万円）
総 資 産 31,778 30,750 30,857 30,091

（百万円）
純 資 産 23,598 23,159 22,637 21,109

（注）1．１株当たり当期純利益は、期中の平均発行済株式総数に基づき、自己株式数を控除して算出しております。
2．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第69期の期首から適用しており、第69期に係
る数値等については、当該会計基準等を適用した後の数値等となっております。
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② 当社の財産および損益の状況の推移

区 分
第66期

自平成30年４月１日
至平成31年３月31日

第67期
自平成31年４月１日
至令和２年３月31日

第68期
自令和２年４月１日
至令和３年３月31日

第69期（当期）
自令和３年４月１日
至令和４年３月31日

（百万円）
受 注 高 17,399 20,448 21,576 21,327

（百万円）
完 成 工 事 高 22,184 20,714 19,723 20,521

（百万円）
当 期 純 利 益 250 342 244 557

（円）
１株当たり当期純利益 9.17 12.81 9.78 24.60

（百万円）
総 資 産 31,318 29,158 29,667 29,444

（百万円）
純 資 産 23,670 23,121 22,544 21,139

（注）1．１株当たり当期純利益は、期中の平均発行済株式総数に基づき、自己株式数を控除して算出しております。
2．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第69期の期首から適用しており、第69期に係
る数値等については、当該会計基準等を適用した後の数値等となっております。

（6）重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

㈱オーケーソイル 百万円
26

％
100.0 建設業、建設機器、資材のリース

JAFEC USA, Inc. 百万米ドル
58

％
100.0 建設業

（注）特定完全子会社に該当する子会社はありません。

（7）主要な事業内容
当社グループは、当社、連結子会社２社、関連会社２社で構成され、法面保護工事、ダム基礎工事、アン

カー工事、重機工事、注入工事、維持修繕工事、環境保全工事ならびにこれらに関連する事業を行ってお
り、あわせて建設コンサルタントおよび地質調査を行っております。
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（8）主要な営業所
① 当 社
本 社 大阪市北区天満一丁目９番14号
東京本社 東京都渋谷区幡ヶ谷一丁目１番12号
支 店 札幌支店（札幌市）、東北支店（仙台市）、首都圏支店（渋谷区）、中部支店（名古屋

市）、関西支店（大阪市）、九州支店（福岡市）
② 連結子会社
株式会社オーケーソイル 東京都足立区佐野二丁目20番１号
JAFEC USA, Inc. 米国カリフォルニア州サンノゼ市

（9）従業員の状況
① 企業集団の従業員数
従 業 員 数 前期末比増減

418 名 増 8 名

（注）使用人兼務取締役および臨時雇用者は含んでおりません。

② 当社の従業員数

従 業 員 数
前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

技 術 事 務 計

286 名 93 名 379 名
増 9 名 44.1 才 19.0 年

（注）使用人兼務取締役および臨時雇用者は含んでおりません。

（10）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項
（1）株式の状況
① 発行可能株式総数 86,853,100株
② 発行済株式総数 30,846,400株

うち自己株式 9,461,640株
③ 当期末株主数 6,218名
④ 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 本 基 礎 技 術 取 引 先 持 株 会 2,485 千株 11.62 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,037 9.52
日 本 国 土 開 発 株 式 会 社 1,032 4.82

日 本 基 礎 技 術 従 業 員 持 株 会 835 3.90

株 式 会 社 り そ な 銀 行 771 3.60

株 式 会 社 北 陸 銀 行 746 3.48

東 陽 商 事 株 式 会 社 684 3.20

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 507 2.37

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 460 2.15

前 川 貞 夫 387 1.81
（注）持株比率は、自己株式（9,461,640株）を控除して算出しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に対し交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次の通りであります。

区分 株式の種類および数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く。） 当社普通株式26,921株 ４名
(注) 当社の株式報酬の内容につきましては、「３．（４）取締役および監査役の報酬等の額」（10頁参照）に記載しております。

（2）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等
（会社における地位） （担当および重要な兼職の状況） （氏 名）
代 表 取 締 役 社 長 （株式会社オーケーソイル代表取締役会長） 中 原 巖
専務取締役執行役員 （営業本部長兼JAFEC USA, Inc.取締役） 柏 谷 英 博
常務取締役執行役員 （技術本部長兼JAFEC USA, Inc.代表取締役社長） 田 中 邦 彦
取 締 役 執 行 役 員 （株式会社オーケーソイル代表取締役社長） 持 田 裕 晋
取 締 役 潮 田 盛 雄
取 締 役 厨 川 道 雄
監 査 役（常 勤） 池 田 昌 義
監 査 役 （敷島印刷株式会社代表取締役社長） 岡 村 裕
監 査 役 （グローバル法律事務所弁護士） 相 内 真 一
監 査 役 松 永 烈

（注）
① 取締役潮田盛雄、厨川道雄は、社外取締役であります。
② 取締役潮田盛雄、厨川道雄は、東京証券取引所に独立役員として届出ております。
③ 監査役岡村 裕、相内真一、松永 烈は、社外監査役であります。
監査役相内真一、松永 烈は、東京証券取引所に独立役員として届出ております。

④ 監査役岡村 裕は、株式会社りそな銀行代表取締役副社長およびりそな総合研究所株式会社代表取締役
社長を歴任しており、金融機関における長年の経験があり、財務および会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。

2022年05月27日 16時03分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 9 ―

【参考資料：スキルマトリックス】

企業経営 技術開発 財務会計 営業マーケ
ティング

法務リスク
マネジメント 海外事業 業界知見

取
締
役

中 原 巖 ● ● ● ●

柏 谷 英 博 ● ● ● ●

田 中 邦 彦 ● ● ● ● ● ● ●

持 田 裕 晋 ● ● ● ●

潮 田 盛 雄
（社外） ● ●

厨 川 道 雄
（社外） ● ●

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は社外取締役潮田盛雄、厨川道雄および社外監査役岡村 裕、相内真一、松永 烈と、会社法第427

条第１項ならびに当社定款に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、
当該契約に基づく責任の限度額は、同法第425条第１項に規定する最低責任限度額であります。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に基づき、当社役員を被保険者とする役員等賠償責任保険（D&O保
険）契約を限度額５億円として令和３年７月28日に締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当
社の取締役、監査役および執行役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により
保険期間中に被保険者に対して提起された損害賠償請求にかかる訴訟費用および損害賠償金等が填補される
こととなります。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が法令違反の行為
であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には填補の対象とならないなど、一定の免責
事由があります。
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（4）取締役および監査役の報酬等の額
基本報酬および賞与 非金銭報酬（譲渡制限付株式報酬）

取締役 ８名 16,866万円 ４名 1,043万円

監査役 ４名 2,569万円 －
（注） 1．上記の取締役の支給人員には、当期中に退任した取締役２名を含んでおります。

2．報酬等の額には、取締役８名に対して当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額４千万円（うち社外取締役２名
100万円）が含まれております。
3. 取締役の報酬額（基本報酬および賞与）は、令和２年６月26日開催の第67回定時株主総会において年額２億５千
万円以内（うち社外取締役の報酬額は年額２千万円以内）と決議いただいております。当該決議時点の取締役の員
数は８名（うち社外取締役の員数は２名）であります。
監査役の報酬額は、平成６年６月14日開催の第41回定時株主総会において年額４千万円以内と決議いただいて
おります。当該決議時点の監査役の員数は３名であります。
4. 令和３年６月29日開催の第68回定時株主総会において、譲渡制限付株式報酬制度を導入し、当社の社外取締役を
除く取締役に対して、上記 3.の取締役の報酬額の範囲内で、譲渡制限付株式の付与のための金銭債権を報酬とし
て支払う報酬額は、年額４千万円以内（ただし、新たに発行または処分する普通株式の総数は年100,000株以内）
と決議いただいております。当該決議時点の対象となる取締役の員数は４名であります。
5. 上記非金銭報酬は、譲渡制限付株式報酬として当事業年度に費用計上した額であります。
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（5） 取締役および監査役の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の概要
取締役および監査役の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針は、下記の通り取締役会で決

定しております。
① 取締役および監査役の報酬等は、株主総会で決定する報酬総額の限度額内で、業績および中長期的な企
業価値を重視し、同業、同規模の他社との比較や従業員給与とのバランスに考慮して、当社役員として
相応しい水準額を取締役会および監査役会間の協議により決定しております。

② 取締役報酬は、基本報酬、賞与、非金銭報酬等により構成し、監督機能を担う社外取締役については、
その職責に鑑み、基本報酬と賞与を支給しております。業績連動型報酬は採用しておりません。
基本報酬については、執行役員としての業務遂行状況を主な査定要素として決定するもので、〔Ⅰ〕～
〔Ⅲ〕までの３ランクに分けられております。
（執行役員の資格給を基本とし、これに1.2～1.7倍までの基本報酬を設定しております。）
賞与については、執行役員としての従業員賞与と役員賞与で構成され、金額については、総額を取締役
会で決議し、個別金額は代表取締役社長 中原 巖に一任としております。なお、当社の代表取締役社
長は各部門を俯瞰した立場であり、一任するにふさわしいと判断しております。
非金銭報酬等については、譲渡制限付株式報酬とし、株主総会決議に基づき役位、職責等に応じて決定
し、一定の時期に支給しております。

③ 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、代表取締役社長が原案を策定
し、独立社外取締役を含む取締役全員の意見を踏まえつつ決定方針との整合性を含めた多角的な検討を
行っているため、適切であると判断しております。

④ 当社は平成20年役員退職慰労金制度を廃止し、基本報酬と１本化する新たな株式取得型報酬を導入しま
した。その算定方法は、導入時の退職慰労金をベースに月額を決定したもので、取締役による株式保有
の促進に資するものであります。なお、本制度は社外取締役および監査役に適用しています。

当事業年度に係る取締役の個人別の報酬については、上記の方針に沿って決定されたものであります。
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(6） 社外取締役および社外監査役に関する事項
① 他の法人等の業務執行者の兼任状況および当社と当該他の法人等との関係
監査役岡村 裕は、敷島印刷株式会社の代表取締役社長であり、当社と同社との間には、記載すべき事
項はありません。
また、監査役相内真一は、グローバル法律事務所の弁護士であり、当社と同事務所との間には、記載す
べき事項はありません。

② 他の法人等の社外役員の兼任状況および当社と当該他の法人等との関係
該当事項はありません。

③ 社外取締役および社外監査役の当事業年度中の主な活動状況
各社外役員は、定期的に開催される定例取締役会に出席し、公正な意見の表明を行いました。また、各
社外監査役は、定期的に開催される監査役会に出席し、監査の方針・方法、内部統制に係る事項等他に
ついて、適宜発言を行いました。

（事業年度中の取締役会、監査役会の出席状況）

区 分
取締役会（７回開催） 監査役会（14回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 潮 田 盛 雄 7 回 100 ％ - 回 - ％

取 締 役 厨 川 道 雄 7 回 100 ％ - 回 - ％

監 査 役 岡 村 裕 7 回 100 ％ 14 回 100 ％

監 査 役 相 内 真 一 5 回 71 ％ 12 回 86 ％

監 査 役 松 永 烈 7 回 100 ％ 14 回 100 ％

（注）1．上記の他、書面決議として取締役会を4回開催しております。
2．取締役潮田盛雄は、同業の経営者経験を通じて培った豊富な知識・見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための助言・提言を行っております。
3．取締役厨川道雄は、研究機関等における専門的知識・経験から、客観的な立場で取締役会の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための助言・提言を行っております。
4．監査役岡村 裕は、主に出身分野である金融機関を通じて培った豊富な知識・見地から、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、監査役会においては、監査の方法、監査結果についての
意見交換および重要事項の協議等を行っております。
5．監査役相内真一は、弁護士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提
言を行っております。また、監査役会においては、監査の方法、監査結果についての意見交換および重要事項の協議等
を行っております。
6．監査役松永 烈は、研究機関等における専門的知識・経験から、客観的な立場で取締役会の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための助言・提言を行っております。また、監査役会においては、監査の方法、監査結果についての意見交換
および重要事項の協議等を行っております。

④ 当事業年度に係る社外役員の報酬等の総額
５名 2,632万円

（注）報酬等の額には、社外取締役２名に対して当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額100万円が含まれております。
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４．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

（2）報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等
太陽有限責任監査法人 3,000万円
② 当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

3,000万円
（注）1. 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、次のとおりです。

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、
会計監査人の監査計画、監査の実施状況、および報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討し
た結果、会計監査人の報酬等について同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と、金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る会計監査人の報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。

3. 当社の在外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国にお
けるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）のレビュー業務を受けております。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、当

該会計監査人の解任を検討し、解任が妥当と認められる場合には監査役全員の同意に基づき、監査役会が
会計監査人を解任いたします。
また、監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合、その他必要と判

断される場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。
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５．業務の適正を確保するための体制等に関する事項および当該体制の運用状況
（１）業務の適正を確保するための体制等に関する事項
当社の「業務の適正を確保するための体制」については、次のとおりであります。
① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
当社は経営理念、企業行動規範、企業倫理要綱、就業規則等の社内規定やコンプライアンス委員会なら
びにヘルプライン制度を設け、法令・定款ならびに社会規範等の遵守のため全社ならびに部署ごとに真
摯に取り組み、研修制度等により周知徹底し、更に監査役による監査体制の充実や内部監査の実施等に
より体制を確保する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役はその職務の執行に係る文書その他の情報につき、当社の社内規定に従い適切にこれを作成、保
存および管理を行う。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は災害、事故、不祥事、コンプライアンス等各種リスクへの対応についての当社の諸規定に従い、
各々の部署において、事故防止へのチェック・研修・訓練等リスクへの備えに努め、全社的な対応とし
ては、経営会議を主体に対応する他、社長はじめ各取締役を中心に構成する「中央安全衛生委員会」
「投資保全委員会」「技術委員会」「施工委員会」「コンプライアンス委員会」等各委員会を設け、諸リス
クへの迅速かつ適切な対応を行う。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は定例の取締役会の他、全社的に影響を及ぼす重要事項については、多面的な検討を経て慎重に決
定するため経営会議を組織し毎月審議する。また、執行役員制度の導入により経営戦略および重要な業
務執行の意思決定と日常の業務執行を区分し、業務執行機能の一層の強化と効率化を図る。

⑤ 会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は関係会社管理規定に則り、子会社よりその事業内容の定期的な報告を受け、また役職員の派遣を
通じて当社グループとしての業務の適正を確保する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項ならび
に当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役より補助使用人の設置についての要請に応じ、員数および当該使用人の取締役からの独立性の確
保を図る。

⑦ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
監査役は取締役会議に出席することによる取締役からの報告に加え、必要に応じ諸会議に出席するとと
もに、書面等の報告を受ける体制を確保する。
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⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は内部監査部門である監査室との連携、指示により実効的な監査が実施できる体制を確保する。
また、会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに情報の交換を行うなど連携を図る。

⑨ リスクマネジメント体制の整備、運用
当社は全社的なリスクマネジメント推進に関わる課題・対応策を協議・承認する組織として、リスクマ
ネジメント委員会を設置し、その運用において策定したリスクマネジメント基本規程に基づき、リスク
マネジメントの実践を通じ、事業の継続・安定的発展を確保していく体制を図っている。
また、有事の際の迅速かつ適切な対応に備え、実践可能とすることを目的とした危機管理に関する基本
事項を定めた危機管理基本規程を策定し、緊急時の対応を迅速に行える体制を整備する。

⑩ 財務報告に係る内部統制の整備、運用
当社は財務報告に係る内部統制を適正に整備、運用および評価するために、「財務報告に係る内部統制
の整備・運用規定」を内部統制関連諸規定に定めており、これに基づき、内部統制システムを適切に運
用することにより財務報告の信頼性と適正性を確保する。

⑪ 独占禁止法遵守について
当社は会社全般の業務の遂行にあたって、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」の遵守
体制を徹底し、独占禁止法違反行為を未然に防止することを目的とするため、「独占禁止法遵守規定」
ならびに「独占禁止法遵守マニュアル」を内部統制関連諸規定に定めている。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社の取締役会は取締役６名で構成しており、迅速に経営判断できるよう適正人数で経営しております。

取締役会は原則３ヶ月に１回開催することとし、その他必要の都度開催し、重要事項はすべて付議され業績
の進捗についても議論し対策等を検討しております。また、平成12年６月より執行役員制度を導入してお
り、経営戦略および重要な業務執行の意思決定と日常の業務執行を区分し、業務執行機能の一層の強化を図
っている他、平成14年６月より社外取締役の選任を行っており、取締役の本来の機能である経営方針および
重要な業務執行の意思決定と取締役会の業務執行に対する監督を行うことに注力しております。なお、取締
役会を補佐する審議機関として、各本部の本部長を中心に構成する経営会議を取締役会の開催されない月に
ついては必ず開催し、経営環境の変化に迅速な対応と意思決定ができる体制となっております。
当社は企業規模や事業内容から、監査役設置会社形態が最適であると判断し、監査役会を設置し、社外監

査役を含めた監査役による監査体制が経営監視機能として有効であると判断し、現在の監査役制度を採用し
ております。監査役会は４名で構成し、この内３名は非常勤の社外監査役であります。また、当社は会計監
査人である太陽有限責任監査法人による会計監査を受けております。
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６．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
当社は反社会的勢力には、毅然として対応し一切関係を持ちません。
また、反社会的勢力などから不当な要求を受けた場合、毅然とした態度で接し、これらに関係する団体・個
人などを含めいかなる取引も行わないことを内部統制関連諸規定に遵守事項として定めております。

（注）本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満の端数を切捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（令和４年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部
千円 千円

流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
完 成 工 事 未 収 入 金
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
材 料 貯 蔵 品
そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物
機 械 ・ 運 搬 具
工 具 器 具 ・ 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他 投 資 等
貸 倒 引 当 金

13,813,975
6,000,031
1,542,349
5,048,351
425,229
230,324
77,594
499,093
△9,000

16,277,288
11,388,674
4,337,763
2,420,523
158,585
4,438,801
33,000
259,086
4,629,527
4,154,634
12,477
50,611
224
8,919
83,501
351,077
△31,918

流 動 負 債 8,146,264
支 払 手 形 1,874,482
工 事 未 払 金 1,721,205
短 期 借 入 金 2,500,000
リ ー ス 債 務 68,526
未 払 法 人 税 等 324,993
未 成 工 事 受 入 金 99,225
完 成 工 事 補 償 引 当 金 1,000
賞 与 引 当 金 400,000
工 事 損 失 引 当 金 18,245
契 約 損 失 引 当 金 193,326
そ の 他 流 動 負 債 945,258

固 定 負 債 835,121
リ ー ス 債 務 153,260
土地再評価に係る繰延税金負債 69,924
繰 延 税 金 負 債 587,293
そ の 他 固 定 負 債 24,643

負 債 合 計 8,981,386
純 資 産 の 部

株 主 資 本 20,404,224
資 本 金 5,907,978
資 本 剰 余 金 5,514,689
資 本 準 備 金 5,512,143
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,545
利 益 剰 余 金 13,316,358
利 益 準 備 金 577,696
そ の 他 利 益 剰 余 金 12,738,662
配 当 準 備 積 立 金 380,000
技 術 開 発 積 立 金 260,000
買 換 資 産 圧 縮 積 立 金 177,389
別 途 積 立 金 9,515,000
繰 越 利 益 剰 余 金 2,406,272

自 己 株 式 △4,334,801
その他の包括利益累計額 705,652
その他有価証券評価差額金 1,599,922
土 地 再 評 価 差 額 金 △703,294
為 替 換 算 調 整 勘 定 △196,957
退職給付に係る調整累計額 5,981
純 資 産 合 計 21,109,877

資 産 合 計 30,091,263 負 債 純 資 産 合 計 30,091,263

（金額については千円未満の端数を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書
(自至 令和

令和
３
４
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

売 上 高 千円
完 成 工 事 高 22,111,222
売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 18,694,990
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 3,416,232
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,664,757
営 業 利 益 751,474
営 業 外 収 益 千円
受 取 利 息 及 び 配 当 金 179,315
為 替 差 益 22,137
保 険 解 約 返 戻 金 28,968
そ の 他 48,173 278,593
営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,353
固 定 資 産 除 却 損 8,402
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 31,700
支 払 手 数 料 10,723
そ の 他 10,260 66,438
経 常 利 益 963,629
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 29,898
投 資 有 価 証 券 売 却 益 62,005
そ の 他 8,796 100,700
特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 2,133
固 定 資 産 除 却 損 13,849
投 資 有 価 証 券 売 却 損 3,779 19,762
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,044,567
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 517,279
法 人 税 等 調 整 額 29,189 546,468
当 期 純 利 益 498,099
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 ―
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 498,099

（金額については千円未満の端数を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書
(自至 令和

令和
３
４
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金
配当準備
積立金

技術開発
積立金

令和３年４月１日残高 5,907,978 5,512,143 ― 5,512,143 577,696 380,000 260,000
会計方針の変更による累積的影響額 ― ― ― ― ― ― ―

会計方針の変更を反映した当期首残高 5,907,978 5,512,143 ― 5,512,143 577,696 380,000 260,000
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― ―
親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― ― ― ― ― ―
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ―
自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― ―
自己株式処分差益 ― ― 2,545 2,545 ― ― ―
買換資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ― ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― ― ― ― ― ―
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ―
連結会計年度中の変動額合計 ― ― 2,545 2,545 ― ― ―
令和４年３月31日残高 5,907,978 5,512,143 2,545 5,514,689 577,696 380,000 260,000

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金合計買 換 資 産

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

令和３年４月１日残高 177,954 9,515,000 2,203,433 13,114,083 △2,942,550 21,591,655
会計方針の変更による累積的影響額 ― ― △12,367 △12,367 ― △12,367

会計方針の変更を反映した当期首残高 177,954 9,515,000 2,191,066 13,101,716 △2,942,550 21,579,288
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― △236,682 △236,682 ― △236,682
親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― 498,099 498,099 ― 498,099
自己株式の取得 ― ― ― ― △1,403,622 △1,403,622
自己株式の処分 ― ― ― ― 11,372 11,372
自己株式処分差益 ― ― ― ― ― 2,545
買換資産圧縮積立金の取崩 △565 ― 565 ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― △46,775 △46,775 ― △46,775
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ―
連結会計年度中の変動額合計 △565 ― 215,206 214,641 △1,392,250 △1,175,063
令和４年３月31日残高 177,389 9,515,000 2,406,272 13,316,358 △4,334,801 20,404,224
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（単位：千円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

令和３年４月１日残高 1,953,687 △750,069 △203,071 44,801 1,045,346 22,637,001
会計方針の変更による累積的影響額 ― ― ― ― ― △12,367

会計方針の変更を反映した当期首残高 1,953,687 △750,069 △203,071 44,801 1,045,346 22,624,634
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― ― ― ― △236,682
親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― ― ― ― 498,099
自己株式の取得 ― ― ― ― ― △1,403,622
自己株式の処分 ― ― ― ― ― 11,372
自己株式処分差益 ― ― ― ― ― 2,545
買換資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― ― ― ― △46,775
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △353,764 46,775 6,114 △38,819 △339,694 △339,694
連結会計年度中の変動額合計 △353,764 46,775 6,114 △38,819 △339,694 △1,514,757
令和４年３月31日残高 1,599,922 △703,294 △196,957 5,981 705,652 21,109,877
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貸 借 対 照 表
（令和４年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部
千円 千円

流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
完 成 工 事 未 収 入 金
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
材 料 貯 蔵 品
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物
機 械 ・ 運 搬 具
工 具 器 具 ・ 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
従業員に対する長期貸付金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
そ の 他 投 資 等
貸 倒 引 当 金

12,770,126
5,534,841
1,372,098
4,563,451
425,229
184,895
66,181
122,410
510,018
△9,000

16,674,567
10,709,039
4,278,226
2,110,862
158,333
4,128,616
33,000
257,893
5,707,634
4,141,354
712,477
50,611
469,119

224
8,839

418,912
△93,904

流 動 負 債 7,609,877
支 払 手 形 1,874,482
工 事 未 払 金 1,554,439
短 期 借 入 金 2,500,000
未 払 金 377,707
リ ー ス 債 務 34,534
未 払 法 人 税 等 324,993
未 成 工 事 受 入 金 96,380
完 成 工 事 補 償 引 当 金 1,000
賞 与 引 当 金 400,000
そ の 他 流 動 負 債 446,338

固 定 負 債 695,336
リ ー ス 債 務 60,468
繰 延 税 金 負 債 540,409
土地再評価に係る繰延税金負債 69,924
そ の 他 固 定 負 債 24,533

負 債 合 計 8,305,213
純 資 産 の 部

株 主 資 本 20,241,550
資 本 金 5,907,978
資 本 剰 余 金 5,514,689
資 本 準 備 金 5,512,143
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,545
利 益 剰 余 金 13,153,683
利 益 準 備 金 577,696
そ の 他 利 益 剰 余 金 12,575,987
配 当 準 備 積 立 金 380,000
技 術 開 発 積 立 金 260,000
買 換 資 産 圧 縮 積 立 金 177,389
別 途 積 立 金 9,515,000
繰 越 利 益 剰 余 金 2,243,598

自 己 株 式 △4,334,801
評 価 ・ 換 算 差 額 等 897,930
その他有価証券評価差額金 1,601,224
土 地 再 評 価 差 額 金 △703,294
純 資 産 合 計 21,139,480

資 産 合 計 29,444,694 負 債 純 資 産 合 計 29,444,694
（金額については千円未満の端数を切り捨てて表示しております。）

2022年05月27日 16時03分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 22 ―

損 益 計 算 書
(自至 令和

令和
３
４
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

売 上 高 千円
完 成 工 事 高 20,521,340
売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 16,895,448
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 3,625,892
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,351,692
営 業 利 益 1,274,200
営 業 外 収 益 千円
受 取 利 息 及 び 配 当 金 280,186
為 替 換 算 差 益 20,209
保 険 解 約 返 戻 金 28,968
そ の 他 23,614 352,978
営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,870
固 定 資 産 除 却 損 8,402
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 31,700
支 払 手 数 料 10,723
そ の 他 9,231 64,927
経 常 利 益 1,562,250
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 62,005
固 定 資 産 売 却 益 29,898 91,904
特 別 損 失
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 350,448
関 係 会 社 株 式 評 価 損 203,702
そ の 他 19,762 573,913
税 引 前 当 期 純 利 益 1,080,241
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 497,384
法 人 税 等 調 整 額 25,179 522,563
当 期 純 利 益 557,677

（金額については千円未満の端数を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書
(自至 令和

令和
３
４
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金
配当準備
積立金

技術開発
積立金

令和３年４月１日残高 5,907,978 5,512,143 ― 5,512,143 577,696 380,000 260,000
会計方針の変更による累積的影響額 ― ― ― ― ― ― ―

会計方針の変更を反映した当期首残高 5,907,978 5,512,143 ― 5,512,143 577,696 380,000 260,000
事業年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― ―
当期純利益 ― ― ― ― ― ― ―
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ―
自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― ―
自己株式処分差益 ― ― 2,545 2,545 ― ― ―
買換資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ― ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― ― ― ― ― ―
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ―
事業年度中の変動額合計 ― ― 2,545 2,545 ― ― ―
令和４年３月31日残高 5,907,978 5,512,143 2,545 5,514,689 577,696 380,000 260,000

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金合計買 換 資 産

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

令和３年４月１日残高 177,954 9,515,000 1,953,869 12,864,520 △2,942,550 21,342,091
会計方針の変更による累積的影響額 ― ― 14,943 14,943 ― 14,943

会計方針の変更を反映した当期首残高 177,954 9,515,000 1,968,813 12,879,463 △2,942,550 21,357,035
事業年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― △236,682 △236,682 ― △236,682
当期純利益 ― ― 557,677 557,677 ― 557,677
自己株式の取得 ― ― ― ― △1,403,622 △1,403,622
自己株式の処分 ― ― ― ― 11,372 11,372
自己株式処分差益 ― ― ― ― ― 2,545
買換資産圧縮積立金の取崩 △565 ― 565 ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― △46,775 △46,775 ― △46,775
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ―
事業年度中の変動額合計 △565 ― 274,785 274,220 △1,392,250 △1,115,484
令和４年３月31日残高 177,389 9,515,000 2,243,598 13,153,683 △4,334,801 20,241,550
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（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金 土地再評価差額金 評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計
令和３年４月１日残高 1,952,773 △750,069 1,202,704 22,544,795
会計方針の変更による累積的影響額 ― ― ― 14,943

会計方針の変更を反映した当期首残高 1,952,773 △750,069 1,202,704 22,559,739
事業年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― ― △236,682
当期純利益 ― ― ― 557,677
自己株式の取得 ― ― ― △1,403,622
自己株式の処分 ― ― ― 11,372
自己株式処分差益 ― ― ― 2,545
買換資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― ― △46,775
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △351,549 46,775 △304,773 △304,773
事業年度中の変動額合計 △351,549 46,775 △304,773 △1,420,258
令和４年３月31日残高 1,601,224 △703,294 897,930 21,139,480
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
令和４年５月25日

日本基礎技術株式会社
取締役会 御中

太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人
大阪事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 岡本 伸吾

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 有久 衛

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本基礎技術株式会社の令和３年４月１日か
ら令和４年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、日本基礎技術株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作
成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるか
どうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候がある
かどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場
合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、
並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任
がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

令和４年５月25日
日本基礎技術株式会社
取締役会 御中

太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人
大阪事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 岡本 伸吾

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 有久 衛

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本基礎技術株式会社の令和３年４月

１日から令和４年３月31日までの第69期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作
成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

当監査役会は、令和３年４月１日から令和４年３月31日までの第69期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作
成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、電話回線又はインターネット

等を経由した手段も活用しながら、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。子会社
については、子会社の取締役及び使用人等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた
しました。
③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を監査業務の品質管理に関する諸法令・基準
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
令和４年５月27日

日本基礎技術株式会社 監査役会

常勤監査役 池 田 昌 義 ㊞
社外監査役 岡 村 裕 ㊞
社外監査役 相 内 真 一 ㊞
社外監査役 松 永 烈 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第69期の期末配当金につきましては、安定的な配当の継続を勘案の上、１株当たり１３円配当といたし

たいと存じます。
（1）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金13円 総額 278,001,880円
（2）剰余金の配当が効力を生ずる日

令和４年６月３０日

第２号議案 定款一部変更の件
１．変更の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する改
正規定が令和４年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に備えるた
め、次の通り当社定款を変更するものであります。
(1)変更案第14条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置を
とる旨を定めるものであります。
(2)変更案第14条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を
限定するための規定を設けるものであります。
(3)株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第14条）は不要
となるため、これを削除するものであります。
(4)上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。
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２．変更の内容
変更の内容は次の通りであります。

（下線は、変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案

第14条 （株主総会参考書類等のインターネッ
ト開示とみなし提供）
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会

参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書
類に記載または表示をすべき事項に係る情報を、
法務省令に定めるところに従いインターネット
を利用する方法で開示することにより、株主に
対して提供したものとみなすことができる。

＜新設＞

＜新設＞

＜削除＞

第14条 （電子提供措置等）
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会

参考書類等の内容である情報について、電子提
供措置をとるものとする。
当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法
務省令で定めるものの全部または一部について、
議決権の基準日までに書面交付請求した株主に
対して交付する書面に記載しないことができる。

附則 （電子提供措置等に関する経過措置）
現行定款第14条（株主総会参考書類等のイン
ターネット開示とみなし提供）の削除および変
更案第14条（電子提供措置等）の新設は、会社
法の一部を改正する法律（令和元年法律第70号）
附則第１条ただし書きに規定する改正規定の施
行の日（以下「施行日」という）から効力を生
ずるものとする。
前項の規定にかかわらず、施行日から６か月
以内の日を株主総会の日とする株主総会につい
ては、現行定款第14条はなお効力を有する。
本附則は、施行日から６か月を経過した日ま
たは前項の株主総会の日から３か月を経過した
日のいずれか遅い日後にこれを削除する。

以 上
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大阪市立
堀川小
大阪市立
堀川小 大阪医療技術学園専門学校大阪医療技術学園専門学校

大阪天満宮駅

造幣局造幣局
大阪市立滝川小大阪市立滝川小

セブンイレブンセブンイレブン

国華電機国華電機

会 場
日本基礎技術株式会社

東天満交差点

土佐堀通り

大川大川

天満橋駅天満橋駅Ｎ

天
満
橋
筋

定時株主総会会場ご案内図
会 場 大阪市北区天満一丁目９番14号 当社５階 会議室

TEL 06（6351）5621
交 通 ・地下鉄谷町線、京阪電鉄「天満橋」駅 13号階段より徒歩７分

・JR東西線「大阪天満宮」駅 ２番出口より徒歩10分
・地下鉄谷町線、堺筋線「南森町」駅 ３番出口より徒歩15分
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